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 令和元年６⽉の統計委員会建議（第⼀次再発防⽌策）を踏まえ、同年７⽉、統計改⾰推進室（注）に統計分析審査官を
配置（緊急増員、令和６年度末までの５年間の時限）

 基幹統計調査・⼀般統計調査を所管する各府省に併任発令（⼈員数は、統計調査数等に応じて配分）
 分析審査総括は、総務省政策統括官（統計制度担当）付に併任発令。総務省と緊密に連携

（注）統計改⾰推進室の事務は、令和３年11⽉に⾏政改⾰推進本部事務局に移管された。

⼈事院※ ※⼀般統計調査を所管する⼈事院は、独⾃に統計分析審査官を配置

⾏政改⾰推進
本部事務局

内閣官房
副⻑官補

統計分析審査官会議を定期的に開催し
各府省に配置された統計分析審査官で情報共有・連携

統計分析審査官の位置づけ
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統計分析審査官に対する指摘
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「建設⼯事受注動態統計調査の不適切処理に係る調査報告書」（令和４年１⽉14⽇）
（抜粋）

最後に、統計分析審査官について触れておきたい。令和元年に統計分析審査官が内閣官房から各府省に派遣される
こととなった。今後公表される統計の審査の徹底と誤り発覚時の対応指揮等を担うポストであるとされているが、現段階で
機能しているとは思われない。それまでに統計の業務に就いたこともなく、統計に関する専⾨的知識も皆無であった職員
が、⼗分な研修を受けることもなく、係⻑相当の職位で派遣されたとしても、この者に、派遣先の上司に対して厳しく指摘
することを期待すること⾃体不可能を強いるものであろう。

「統計不正の再発防⽌に向けた提⾔」（令和４年２⽉14⽇）（抜粋）
内閣官房から各府省に派遣されている「統計分析審査官」が⼗分に機能していないことが、国⼟交通省が設置した検
証委員会から指摘された。速やかに実態を調査し、課題を明らかにすること。また、現場における調査⽅法の変更時の誤
りや集計した数値の誤りを察知し、関係部局と連携して適切な対応につなげる仕組みを検討すること。
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統計分析審査官の現状
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統計研修受講状況 統計業務従事経験年数

人数 経験年数 人数

令和元年度　第１回 22 未経験 14

令和元年度　第２回 24 １～５年未満 16

令和２年度 15 ５～10年未満 11

初級 初めて学ぶ統計 5 10～15年未満 9

統計担当者向け入門 1 15～20年未満 4

中級 調査設計の基本 11 20年以上 10

統計利用の基本 11

統計分析の基本 9

上級  統計データアナリスト研修 10

（注：重複受講を含むため合計は64人と一致しない）

研修名等

統計分析審査官研修
（内閣官房）

業務レベル別研修
（総務省統計研究研修所）

上記のうち、いずれか１つ以上の研修を受講した者は 49人

令和元年7⽉26⽇〜令和４年１⽉27⽇の間、各府省に常駐したことのある統計分析審査官
（64⼈）について確認



統計分析審査官の現状
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国
⼟
交
通
省

【活動状況】
 統計分析審査官が現段階で機能しているとは
思われない

 上司に対して厳しく指摘することを期待すること
⾃体不可能を強いるもの

【活動状況】
 原課からの誤りの報告を受けて、統計分析審
査官が原因究明等で中核的な役割

 統計分析審査官が統計作成プロセスの適正
化やシステムの改修で重要な役割

 本省のみならず、地⽅組織においても分析的
審査を実施

 政策部⾨のＫＰＩ算出⽅法の問題を是正

他
府
省
भ
例

【職員の能⼒、体制】
 統計の業務に就いたこともなく、統計に関する
専⾨的知識も皆無（※）
（※）経験年数５年未満が８割超、最も経験年数のある者で10年

 ⼗分な研修を受けることもない
 係⻑相当の職位で派遣

【職員の能⼒、体制】
 統計分析審査官の経験年数は、５年以上が
９割超（10年以上も７割超）

 総務省から臨時に統計分析審査官を派遣
 総務省が実施する統計研修のほか、各省で実
施する統計研修も受講

 統計分析審査官がチームとして活動
 再発防⽌を超えて、品質管理全般に関⼼

「建設⼯事受注動態統計調査の不適切処理に係る検証委員会」報告書の記述より抜粋

府省間で格差



統計分析審査官の現状と課題
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 統計分析審査官は、各府省の統計の品質を維持向上させるため、統計の集計プロセ
スにおいて、調査票の記⼊漏れのチェックや、結果表の検算、過去の結果との⽐較によ
る数値の妥当性の確認などを順次導⼊していくことや、統計に誤りが発⽣した場合の再
発防⽌策の指導、助⾔を⾏うことなどを役割として、活動を開始

 統計分析審査官を令和元年に新設した際、併せて、⼈材育成のための資格の創設や
研修の拡充、誤り発⽣時の対応ルールの整備なども⾏われたが、府省間で担当職員の
能⼒や活動状況に格差

 公的統計の品質の確保に向けては、体制の確保や、専⾨性の⾼い職員の育成、専⾨
家との連携や専⾨家からのアドバイス・⽀援が必要であり、統計分析審査官については、
その在り⽅を含めて⾒直す必要
 品質管理の取組全般と連携できる体制（再発防⽌は統計の品質管理の⼀要素）
 役割の認知・現場での⼗分な発⾔⼒を持たせるための仕組み
 実務経験者の着任や研修受講、専⾨家による⽀援などを担保する仕組み
（内閣官房の総括業務を通じた統計分析審査官の確保・育成には限界） など


